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紀南河川国道事務所

熊野川(直轄管理区間)掘削土石を
採取する事業者を募集します。

紀南河川国道事務所は、河川整備計画に基づく河川改修事業により、河道掘削で発生す

る土石について、公共事業へ優先利用した後の土石を対象に、採取を希望する事業者を公

募します。

●【申込期間】令和７年４月２５日(金)から令和和７年５月１５日(木)まで

●河川内に仮置きした河道掘削土石を提供。

●全体予定土石量 ７５万ｍ３

●採取期間は、令和７年８月１日(予定)から令和１２年３月３１日まで

●河川法の規定により土石採取料が徴収されます。

＜取扱い＞ 令和７年４月２５日 朝刊以降

＜配布場所＞ 新宮中央記者会、新宮記者クラブ、熊野市記者クラブ

＜問合せ先＞ 国土交通省 近畿地方整備局 紀南河川国道事務所

副所長(河川) 吉村 敏
よしむら さとし

流域治水課長 木村 直樹 TEL ０７３９－２２－４５６４（代）
き むら なお き
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熊野川（直轄管理区間）掘削土石の 

採取希望者を公募します！ 
１．公募の趣旨 

近畿地方整備局紀南河川国道事務所は、河川整備計画に基づく河川改修事 

業により、河道掘削で発生する土石について、公共事業へ優先利用した後 

の土石を対象に、採取を希望する事業者を公募します。 

 

２．公募の概要 

（１）土石採取の基本的な考え方 

・河川改修事業による掘削土石は、公共事業への利用を優先することを基本 

 とし、採取場所に仮置した掘削土石を有償にて土石採取者に採取させるも 

のです。 

・掘削土石の採取量は、全体で７５万m3を予定しており、令和１１年度ま 

での各年度の土石量は以下に示す数量です。なお、全体及び各年の予定 

土石量は、今後の河川改修事業の実施状況により変更することがあります。 

・近畿地方整備局紀南河川国道事務所は、土石採取者の応募審査を行い決 

定します。土石採取者は決定後、河川法第25条の許可及び砂利採取法第 

16条に基づく認可の申請が必要です。 

・決定した土石採取者が複数となり、希望採取量合計が予定土石量を上回 

る場合には、均等割により採取量を決定します。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 全体 

予定土石量 1５万m3 1５万m3 １５万m3 １５万m3 １５万m3 ７５万m3 

（２）土石採取場所等 

・掘削土石の採取場所は別図のとおりです、 

三重県南牟婁郡紀宝町鵜殿地先（熊野川左岸 ～ 付近） 

三重県南牟婁郡紀宝町成川地先（熊野川左岸 ～ 付近） 

三重県南牟婁郡紀宝町鮒田地先（熊野川左岸 ～ 付近） 

和歌山県新宮市あけぼの地先（熊野川右岸 ～ 付近） 

・土石採取者は、近畿地方整備局紀南河川国道事務所に対して個々の採取 

場所・仮置する土石量について指定することができません。 

 

 

（３）土石採取期間 

・掘削土石の採取期間は、令和７年８月１日（予定）から令和１２年3月31日ま 

 でです。 

・河川改修事業の変更が生じた場合は、近畿地方整備局紀南河川国道事務 



     

所と土石採取者が協議のうえ、土石採取者は河川法及び砂利採取法に基 

づく認可の変更申請を行う必要があります。 

 

（４）土石採取料 

・土石採取料は、河川法の規定により、和歌山県及び三重県の県条例に基 

づき徴収されます。 

・また、土石採取料は、採取場所に関わらず、和歌山県及び三重県のそれ 

ぞれから採取量の二分の一にかかる土石採取料が徴収されます。 

 

（５）応募資格要件 

・主な要件は下記のとおりです。 

① 協業化された協同組合として、和歌山県、三重県両県において砂利 

採取法に定める砂利採取業者の登録を行った者または登録中の者。 

なお、登録中の者は令和７年６月１１日までに登録の完了及び登 

録通知書の写しを提出すること。令和７年６月１１日までに登録 

の完了及び登録通知書の写しの提出がない者は土石採取者となる 

ことはできません。 

 

② 砂利採取法第4条に定める業務主任者の一名を本件に専ら従事させる 

こと。 

 

（６）応募審査について 

・近畿地方整備局紀南河川国道事務所は、提出書類により参加資格の確認 

を行います。 

 

・土石採取者審査は、下記のとおりです。 

① 掘削土石の運搬・処理能力 

② 交通安全対策の具体的な方法 

③ 公道汚濁防止や騒音防止の具体的な方法 

④ 業務主任者の資格 

 

・スケジュール 

申込書締切       令和７年 ５月１５日（必着） 

審査通知の発送     令和７年 ６月１３日を予定 

河川法等の申請     令和７年 ６月１６日～令和７年 ７月１１日 

許可及び認可      令和７年 ７月１４日～令和７年 ７月２８日 

土石採取開始      令和７年 ８月 １日を予定 

 

（７）応募申込手続き 

・採取希望者は、採取計画概要書、誓約書等の書類を近畿地方整備局紀南 

河川国道事務所に提出して下さい。 

・申込み方法 

① 郵送の場合 



     

申し込み受付期間 令和７年４月２５日から令和７年５月１５日 

【令和７年５月１５日必着のこと】 

② 持参の場合 

申し込み受付期間 令和７年４月２５日から令和７年５月１５日 

【午前９時から午後５時まで、ただし、土・日・祝日を除く】 

送付先 〒646-0003和歌山県田辺市中万呂142 

近畿地方整備局紀南河川国道事務所 流域治水課 専門職 宛 

 

３．詳しい申請内容 

詳しい申請内容については、令和７年４月２５日に紀南河川国道事務所 

ホームページなどに掲載します。 

 

紀南河川国道事務所ホームページ 

http://www.kkr.mlit.go.jp/kinan/ 

 

 



 
 

熊野川における土石採取の申請者募集要項 

 

１．募集の趣旨 

  国土交通省（以下「河川管理者」という。）は、一級河川新宮川水系熊野川において実施する

河川改修事業において発生する河道掘削土石（以下「掘削土石」という。）について、公共事業

への利用を優先した後の掘削土石（予定土石量 75万 m3）を、河川法（昭和 39 年法律第 167号）

第 25 条及び砂利 採取法（昭和 43 年法律第 74 号）第 16 条に基づき土石採取を申請する事業

者（以下「土石採取者」という。）を公募する。 

  応募される方は、この募集要項をお読みいただき、次の各事項をご承知の上、お申し込みく

ださい。 

 

２．土石採取の基本的な考え方及び土石量等 

 (1) 河川改修事業による掘削土石は、公共事業への利用を優先することを基本とし、その上で

コンクリート骨材等の需要に応じ河川管理者が採取場所に仮置した掘削土石を土石採取者に

採取させるものである。 

 (2) 掘削土石の採取量は、全体で 75万 m3 を予定しており、令和１１年度までの各年度の土石

量は以下に示す数量を予定している。なお、全体及び各年の予定土石量は、今後の河川改修

事業の実施状況及び砂利採取規制計画の変更等により変更することがある。 

 (3) 採取後の掘削土石を製品化するための、粒径選別、洗浄、細粒分の処理等の工程は土石採

取者が河川より搬出後自ら行うものである。なお、土石採取者は掘削土石の質を根拠として、

搬出を拒否できないものとする。 

   参考として平成 24 年 12 月に実施した熊野川における河床土質調査は別添のとおりである。

ただし、この土質調査によって掘削土石の質を保証するものではない。 

 (4) 河川管理者は、「熊野川における土石採取の申請者募集要項」の 8に定める審査を行い、

土石採取者を決定するものとする。なお、決定した土石採取者が複数の場合で、希望採取量

合計が予定土石量を上回る場合には、均等割により採取量を決定するものとする。ただし、

土石採取者の事情により予定土石量の範囲内で採取量を増減できるものとする。 

 令和７年

度 

令和８年

度 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 全  体 

予定土石量 15 万 m3 15 万 m3 15 万 m3 15 万 m3 15 万 m3 75 万 m3 

 

３．土石採取場所等 

  掘削土石の採取場所は別図のとおりとするが、個々の採取場所、仮置する土石量については、

土石採取者は河川管理者に対して指定することができないものとする。 

三重県南牟婁郡紀宝町鵜殿地先（熊野川左岸 0.2k～ 0.6k 付近） 

三重県南牟婁郡紀宝町成川地先（熊野川左岸1.1k～ 1.6k付近） 

三重県南牟婁郡紀宝町鮒田地先（熊野川左岸 2.9k～ 3.1k 付近） 

和歌山県新宮市あけぼの地先（熊野川右岸 0.4k～0.8k 付近） 



 
 

 

４．土石採取期間 

(1) 掘削土石の採取は、令和７年８月１日から河川整備事業の実施期間である令和１２年３月

３１日までとする。土石採取者は河川管理者が採取場所に仮置した掘削土石は速やかに搬出

するものとする。 

(2) 河川整備事業の実施にあたって事業工期の変更の必要が生じた場合は、河川管理者と土石

採取者が協議のうえ、土石採取者は河川法第 25 条の許可及び砂利採取法第 16 条に基づく認

可の変更申請を行うものとする。 

 

５．土石採取料（占用料） 

 土石採取料（占用料）に関しては、河川法第 32条の規定により、和歌山県（和歌山県河川法施

行条例）及び三重県（三重県河川流水占用料等徴収条例）が徴収することとなるが、採取場所に

関わらず、それぞれが採取量の二分の一にかかる土石採取料（占用料）を徴収する。 

 

６．応募資格要件 

次の(1)～(4)の要件をすべて満たす法人に限り応募することができる。 

(1) 次の①から③までの欠格事項のいずれにも該当しない者。 

  ①役員に次の各号に該当する者がいる者。 

   ア 破産者で復権を得ていない者 

   イ 禁固以上の刑に処せられ、その執行が終わり又は執行を受けることがなくなった日か

ら 2年を経過しない者 

   ウ 成年被後見人、被補佐人 

  ②会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づ

く更生手続又は再生手続の開始の申立てがなされて、更生手続開始の決定又は再生計画認可

の決定がなされている者。 

  ③過去 3年間で法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がある者。 

(2) 協業化された協同組合として、和歌山県、三重県両県において砂利採取法第3条に定める砂

利採取業者の登録を行った者または登録申請手続中の者。なお、登録申請手続中の者は審査が

終了する令和７年６月１１日までに登録の完了及び登録通知書の写しを提出することとし、令

和７年６月１１日までに登録の完了及び登録通知書の写しの提出がない者は土石採取者となる

ことはできないものとする。 

(3) 砂利採取法第 4条に定める業務主任者のうち少なくとも一名を本件に専ら従事させることが

できる者であること。 

(4) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずる者として、国土交

通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続しているものでないこと。 

(5)労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料等の滞納がないこと。 

(6) 欠格事項 

   次の要件に該当した場合は、審査の対象から除外する。 

① 提出書類の必要事項に記載がない場合あるいは必要な書類が添付されていない場合 



 
 

② 提出書類に虚偽の記載があった場合 

③ 期間内に必要な書類等が提出されなかった場合 

④ 提出書類への質問に対して回答が得られなかった場合 

    ⑤ その他不正行為があったと認められる場合 

  

７．応募申込手続き等 

  (1) 応募申し込み手続き 

      採取希望者は、次の書類を近畿地方整備局 紀南河川国道事務所に提出すること。 

    ①熊野川土石採取申込書（様式１） 

  ②採取計画概要書（様式２） 

  ③誓約書（様式３） 

 ④砂利採取法第 3 条の砂利採取業者登録通知書の写し（なお、登録中の者は審査が終了する

令和７年６月１１日までに登録の完了及び登録通知書の写しを提出すること） 

    ⑤当該事業所の業務主任者の氏名及び砂利採取業務主任者合格書の写し 

 

 

 

(2) 申込み方法 

①郵送で申込む場合 

申し込み受付期間  令和７年４月２５日から令和７年５月１５日 

                                         【令和７年５月１５日必着のこと】 

   送り先 〒646-0003 和歌山県田辺市中万呂 142 

近畿地方整備局 紀南河川国道事務所 流域治水課 専門職 宛 

 

②持参する場合 

 申し込み受付期間  令和７年４月２５日から令和７年５月１５日 

                      【午前９時から午後５時まで、ただし、土・日・祝日を除く】 

   提出先 〒646-0003 和歌山県田辺市中万呂 142 

近畿地方整備局 紀南河川国道事務所 流域治水課 専門職(3階) 

(3) 質問書の提出 

    質問書の提出期限は、令和７年５月１２日とする。 

    上記期間内に近畿地方整備局 紀南河川国道事務所 流域治水課 専門職 宛(FAX 0739-26-

0629)に、別記様式に必要事項を記入して FAX で送付すること。回答は期間内に紀南河川国道事

務所 H.P.で回答する。なお、質問書送付時には、事前に電話連絡(TEL 0739-22-4813)を行った

うえで FAX すること。 

  質問者の競争上の地位その他正当な利益の保護の観点から、不開示とすることが妥当と判断

したものについては、質問及び回答を公表せず、個別に回答する場合がある。 

(4) 土石採取者審査結果の通知日 

令和７年６月１３日（金）発送による。 



 
 

審査結果に対して疑問がある応募者は、結果通知日から 1 週間以内に文書で質問することが

できる。質問書は(2)申込み方法に示す宛先に提出すること。 

(5) 本公募の決定通知を受けた土石採取者は速やかに、次に掲げる内容及び応募申込みに提出し

た採取計画概要書の内容について、円滑に実施するため、紀南河川国道事務所長と「熊野川河

道掘削土石の採取に関する協定（以下「協定」という。）」を締結するものとする。なお、協定

を締結した土石採取者のみ河川法第 25 条の許可及び砂利採取法第 16 条に基づく認可の申請を

行うことができるものとする。 

・土石採取の基本的な考え方及び土石量等 

・土石採取場所等 

・土石採取期間（許可期間） 

・その他掘削土石の採取を円滑に実施するために必要な事項 

 

８．審査について 

  (1) 審査方法 

    河川管理者は、提出書類により参加資格の確認を行う。 

  (2) 土石採取者審査方法は、次に掲げる項目によるものとする。 

      ①  掘削土石の運搬・処理能力 

      ②  交通安全対策の具体的な方法 

      ③  公道汚濁防止や騒音防止の具体的な方法 

      ④  業務主任者の資格 

  (3)スケジュール 

     申込書締切            令和７年５月１５日（必着） 

審査・決定            令和７年６月１１日までに決定 

審査通知の発送        令和７年６月１３日 

     河川法等の申請        令和７年６月１６日～令和７年７月１１日 

   審査・許可及び認可  令和７年７月１４日～令和７年７月２８日 

     土石採取開始          令和７年８月１日 

 

９．河川法及び砂利採取法の許認可手続き 

(1) 本公募の決定通知を受け、協定を締結した土石採取者は、速やかに次の関係書類を添えて

紀南河川国道事務所に河川法第 25 条（土石の採取）の許可及び砂利採取法第 16 条（砂利採

取計画の認可）に基づく認可の申請を行い、許可及び認可を受けるものとする。 

  ①河川法第 25 条申請 

  ・河川占用許可申請書 

  ・事業の計画概要 

  ・位置図 

  ・平面図 

  ・河川現況写真 

  ・搬出経路を明示した図面 



 
 

  ②砂利採取法第 16 条申請 

  ・採取計画認可申請書 

  ・砂利採取法第 3条の砂利採取業者登録通知書の写し 

  ・砂利採取場を管理する事業所の名称、住所及び連絡先 

  ・当該事業所の業務主任者の氏名及び砂利採取業務主任者合格書の写し 

  ・業務主任技術者が砂利採取場において認可採取計画に従って砂利の採取が行われるよう監

督するための計画書 

  ※申請書の提出部数は正本 1部、副本 5部の計 6部とする。 

(2) 申請書の提出期限は、令和７年７月１１日とする。特段の理由なく、この期限内に申請を

行わない場合は、土石採取者の決定を取り消すことがある。 

(3)河川法第 25 条の許可及び砂利採取法第 16 条の認可の際に付すことを予定している条件の

内容 

   ①この許可（認可）を受けた者は、採取の期間中砂利採取法第 29 条に定める標識を設置し、

かつ採取区域を明らかにするため当局紀南河川国道事務所新宮河川国道維持出張所長（以下

「出張所長」という。）又は、その指名する職員立会いのうえ標識（標旗、標柱又は浮標）

を設置すること。これらの標識の設置が完了した後でなければ採取に着手してはならない。 

  ②砂利採取法第 32条に定める採取日誌は、別紙様式 1のとおりとする。 

   ③毎月末に採取日誌を集計して当該月における毎月の採取量を翌月 10日までに、別紙様式 2

により出張所長に報告すること。 

④この許可（認可）に係る採取又は運搬に起因して、河川管理施設その他の工作物を損傷し

たときは、ただちに出張所長に届け出ること。また、講ずべき措置等について、出張所長か

ら指示のあったときは、その指示に従うこと。 

⑤次の各号に掲げる場合は、すみやかに出張所長を経由して河川管理者に届け出ること。 

  イ  許可（認可）の際の住所氏名を変更したとき。 

 ロ この許可（認可）に係る期間内に、この認可に係る採取量に満たないで採取を取りや

めたとき。 

 ハ 天災その他やむを得ない理由によって採取又は掘削ができないとき。 

⑥この許可（認可）に係る掘削及び採取を完了したときはすみやかに出張所長に届け出て検

査を受けること。 

⑦この許可（認可）を受けた者は、この許可（認可）に係る採取又は運搬により第三者に損

害を与えることがないよう万全の措置を講じるとともに、万一、損害を与えた場合は、この

許可を受けた者の責任において処理すること。 

⑧河川工事その他の河川の管理に属する行為により通常生ずる支障については、この許可（認

可）を受けたことをもって河川管理者に対抗することができない。 

⑨河川管理者は、この許可（認可）書を整理する必要があると認めるときは、これを改正す

ることができる。 

 

 



１０．その他 

(1) 土石採取者は、河川改修事業の実施期間において、河川法その他の法令を遵守し、継続かつ

安定した事業が実施可能でなければならない。 

(2) 本件に関する土石採取事業は、掘削土石の運搬や選別等の実施にあたって、行政又は地域住

民の意見を尊重しなければならない。 

(3) 手続において使用する言語は日本語に限る。

以上 



別紙様式１

月　　日　　曜日　天気 業務主任者 印　

作　業　開　始 時 分　 時 分　

休　止　時　間 時間　 時間　

台　 人　

区　　　　　分

砂

砂　　　　　利

掻　込　砂　利

栗　　　　　石

合　　　　　計

砂
販 売 量

㎥
累　　計

㎥
販 売 量

㎥
累　　計

㎥
販 売 量

㎥
累　　計

㎥

砂　　　　　利

掻　込　砂　利

栗　　　　　石

合　　　　　計

　　記　事

採　　取　　量 累 計 採 取 量

〃　

〃　

砂
 
利
 
等
 
販
 
売
 
量

区　　　　　分

販　　　　　　売　　　　　　量

自　　府　　県 府　　　　　県 府　　　　　県

〃　

〃　

㎥　 ㎥　

㎥　

〃　

㎥　

〃　

砂 利 等 採 取 日 誌

作
業
時
間

作　業　終　了

稼　働　時　間

運搬自動車（船）台数

砂
 
利
 
等
 
採
 
取
 
量

運搬自動車（船）延台数

稼　働　人　員



別紙様式２

年　　　　月　　　　日

○○○○○ 所長　　殿

報告者住所

　　　　 氏名

登録番号

砂利の採取計画の許可条件（４）号により、次のとおり報告します。

川

　
（

㎥

（種類） 隻

隻

台

台

台

台

台

基

基

基

基

基

基

基

５．
災害の発生の有無、災害
の内容及びそれに対して
講じた措置

６．
砂利の採取に当たって障
害となった事項

販売先

都道府県 販売量(㎥) 販売量(㎥) 累計(㎥) 販売量(㎥) 累計(㎥) 販売量(㎥) 累計(㎥)

採 取 の 場 所 河 川 区 域

河 川 保 全 区 域

許   可   期   限 許　　　可　　　量

平成　　年　　月　　日

砂　　　　　利

砂利採取場の場所及び
面積

人

採取船

採取用
機　械

陸上水洗
選別機

汚濁水
処理施設

３．
砂利の採取のための設備
等の設置状況

砂利採取場において砂利の採
取に従事する者

４．
砂利の
種類別
採取量

１．

許　可　年　月　日

平成　　年　　月　　日
２．

河川法等の法令の規定に
基づく許可

許　可　書　番　号

　　　　　　　　　第　　　　　号

（ ㎡）

砂

玉　　　　　石

㎥ （累計） ㎥

㎥

（採取量）

合　　　　　計

㎥

㎥

㎥ ㎥

㎥玉 石 ・ 砕 石

㎥㎥

７．
採取をした砂利の都道府
県別の販売先及び数量

自　　府　　県

　　　　　　　府

　　　　　　　県

そ　　の　　他

累計(㎥) 販売量(㎥) 累計(㎥)

建　設　業　者 砂利販売業者 生コンクリート業者

そ　　の　　他

計

砂利等採取月報（　　月分）

自　家　消　費







様式１ 
 

熊 野 川 土 石 採 取 申 込 書 
 
 

                     令和  年  月  日 
 
 近畿地方整備局 
 紀南河川国道事務所長 様 
 
 
 

            申込者 住所又は所在地 
 

                氏名又は名称等 
 

                代表者氏名                印 
 
 
 
 
 

熊野川における土石採取の申請者募集について 
 
 

 このことについて、別添採取計画概要書のとおり採取したいので申し込み
ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                   連絡先  担当者 
 
                       電話番号   －   －      
 
                       Ｅメール 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
様式２        採 取 計 画 概 要 書 
 
 氏名又は名称等（ふりがな） 
  
 
 
 

 
 
 
［法人においては代表者氏名（ふりがな）］ 
 
 

 
 住所又は所在地 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
［法人においては本店の所在地］ 
 
 
［和歌山県内または三重県に所在する支店の所在地］ 
 
 

砂利採取業の登録年月日と番号 
 （写しを添付すること） 

昭和・平成・令和   年   月   日 和歌 第      号 
 昭和・平成・令和   年   月   日 三重 第      号 

 
 業務主任者 
 
 

 
 氏名（ふりがな） 
 
 資格取得年月日・番号 

 
 採取計画希望数量 

令和７年度  令和８年度  令和９年度  令和１０年度 令和１１年度  

千m3     千m3     千m3    千m3    千m3 
                                         全体    千m3 

 
 採取した土石の利用方法 

 
 

 
 採取した土石の供給先  

 
 全量県内・一部県外・全量県外・その他（           ） 

 
 採取した土石の運搬方法・経路 

 
 ※国道や県道までの経路及びプラントまでの経路を示した地図を添付 

 
 一日搬出予定量 

 
          m3 

 
 運搬経路における交通安全対策 
 

 
 交通要所へのガードマン配置計画  有（   人） ・ 無 
 
 

 
 運搬車の稼働時間 

 
     時   分 ～   時   分 

 
 公道汚濁防止の方法 
騒音防止の方法 

 

 
 
 
 
 

 
 洗浄選別の方法 
 
 

 
 
 
 

 
 洗浄選別後の不要残土の処分 
 
 

 
 
 
 
 

 
 プラントの所有状況 
 
 
 
 

 
 所在地 
 
 自己所有（ 新設 ・ 改修 ・ 既存 ） 
 貸借（所有者住所氏名：                   ） 

 （注）① できる限り具体的に記載してください。 
    ② 当様式に記載しきれない場合は、適宜用紙（１項目に付き A４版１枚）を追加してください。 



様式３ 

                                                     令和  年  月  日 

 

近畿地方整備局 

  紀南河川国道事務所長 殿 

 

                                    住所 

                                    氏名又は名称等 

                                    代表者氏名           印 

 

 

誓   約   書 

 

 

 令和  年  月  日付けで公告のありました「熊野川における土石採取の申請

者募集要項」について、下記のとおり誓約いたします。 

 

記 

 

１．次の①から③までの欠格事項のいずれにも該当しない者であることを誓約いたし

ます。 

  ①役員に次の各号に該当する者がいる者。 

   ア 破産者で復権を得ていない者 

   イ 禁固以上の刑に処せられ、その執行が終わり又は執行を受けることがなく

なった日から 2 年を経過しない者 

   ウ 成年被後見人、被補佐人 

  ②会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225

号）に基づく更生手続又は再生手続の開始の申立てがなされて、更生手続開始

の決定又は再生計画認可の決定がなされている者。 

  ③過去 3 年間で法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がある者。 

 

２．砂利採取法第４条に定める業務主任者のうち少なくとも一名を本件に専ら従事さ 

せることができることを誓約いたします。 

  

３．警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずる者とし

て国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続しているものでな

いことを誓約いたします。 

 

４．労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料等の滞納がないこと

を誓約します。 



 

熊 野 川 砂 利 採 取 質 問 書 
 
 

                     令和  年  月  日 
 
 紀南河川国道事務所 

  流域治水課 専門職 宛 
 （ＦＡＸ０７３９－２６－０６２９） 
 
 

            質問者 住所又は所在地 
 

                 氏名又は名称等 
 
                 担当者 
 
                電話番号   －   －      
 
                Ｅメール 
 
 

 質問事項 
 



      

熊野川河道掘削土石の採取に関する協定(案) 

 

  熊野川における河道掘削土石（以下「掘削土石」という。）の採取について、近畿地方整備局

紀南河川国道事務所長（以下、「甲」という。）及び○○○○（以下、「乙」という。）は、次

のとおり協定を締結する。 

 

１．協定の目的 

    甲は、一級河川新宮川水系熊野川において実施する河川改修事業において発生する掘削土石

について、公共事業への利用を優先した後の掘削土石（予定土石量 75万 m3）を、河川法（昭和

39 年法律第 167 号）第 25 条及び砂利採取法（昭和 43 年法律第 74 号）第 16 条に基づき、甲

が指定する場所において乙に採取させることとしている。 

    本協定は、掘削土石の採取を円滑に実施するために必要な事項を定めるものとする。 

 

２．土石採取の基本的な考え方及び土石量等 

(1)河川改修事業による掘削土石は、公共事業への利用を優先することを基本とし、その上でコ

ンクリート骨材等の需要に応じ甲が採取場所に仮置した掘削土石を乙に採取させるものであ

る。 

 (2) 乙の掘削土石の採取量は、全体で 75 万 m3 を予定しており、令和１１年度までの各年度の

土石量は以下に示す数量を予定している。なお、全体及び各年度の予定土石量は、今後の河

川改修事業の実施状況により変更することがある。 

 (3) 採取後の掘削土石を製品化するための、粒径選別、洗浄、細粒分の処理等の工程は乙が河

川より搬出後自ら行うものである。なお、乙は掘削土石の質を根拠として、搬出を拒否でき

ないものとする。 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 全 体 

予定土石量 15 万 m3 15 万 m3 15 万 m3 15 万 m3 15 万 m3 75 万 m3 

 

３．土石採取場所等 

  掘削土石の採取場所は別図のとおりとするが、個々の採取場所、仮置する土石量については、

乙は甲に対して指定することができないものとする 

三重県南牟婁郡紀宝町鵜殿地先（熊野川左岸 0.2k～ 0.6k 付近） 

三重県南牟婁郡紀宝町成川地先（熊野川左岸1.1k～ 1.6k付近） 

三重県南牟婁郡紀宝町鮒田地先（熊野川左岸 2.9k～ 3.1k 付近） 

和歌山県新宮市あけぼの地先（熊野川右岸 0.4k～0.8k 付近） 

 

４．土石採取期間 

 (1) 掘削土石の採取は、河川改修事業の実施期間である令和１２年３月３１日までとする。乙

は甲が採取場所に仮置した掘削土石は速やかに搬出するものとする。 

 (2) 河川改修事業の実施にあたって事業工期の変更の必要が生じた場合は、甲乙が協議のうえ、



      

乙は河川法第25条の許可及び砂利採取法第16条に基づく認可の変更申請を行うものとする。 

 

５．河川砂利採取計画について 

    乙は、事前に甲に提出した採取計画に基づき掘削土石の搬出を円滑に行うものとする。 

    なお、乙の責により甲が仮置した掘削土石の搬出の継続ができなくなった場合に甲は、河川

法第 25 条の許可及び砂利採取法第 16 条の認可を改正することがある。 

 

６．その他 

    乙は、河川改修事業の実施期間において、河川法その他の法令を遵守し、継続かつ安定した

事業が実施可能でなければならない。 

    なお、乙またはその構成者に、不誠実な行為があったと甲が判断した場合には、河川法第 25

条の許可及び砂利採取法第 16条の認可を取り消すことがある。 

 

 

    本協定の証として本書二通を作成し、甲乙とがそれぞれ記名押印のうえ各自 一通を保有す

る。 

 

 

 

    令和   年    月    日 

 

                            甲  近畿地方整備局 

                                紀南河川国道事務所長   田中 雄三 

 

                            乙  ○○○○                ○○ ○○ 

 

 




